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外部経済と交通投資効果り

交通投資の経済効果論序説

山田

I はじめに

(305) 

浩之

都市の交通問題宇地域開発に関連して，社会資本としての交通資本の形成に

対して，今日，深い関心がよせられている。これは，交通投資の経済効果がき

わめて広範囲に波及し，地域経済や国民経済に大きな影響を甘える， と考えら

れているからである。しかし，交通投資の経済効果がどのように把握・測定さ

るべきかについては，種々の問題点があり，われわれに在って重要な研究課題

として残されている，といってよい。そして，これらの課題を解決するために

は，まず交通投資の経済効果に関する一般的な問題について，理論的な整理を

行なっておく必要がある。

もちろんs個々の交通投資によって，その経済効果の内容に大きな相違が存

在するであろう。したがって，具体的な効果の測定については，それぞれの交

通投資に応じた適切なアプロ一千が要請される。しかし，交通投資一般に共通

な理論的に解明さるべき問題点が存在しており，このような.問題点に関する十

分な理解があってはじめて，個々のケースについて正しい分析方法も確立され

るはずである。したがって，ここでは交通投資一般に共通する理論的問題を中

心に考察をすすめ，具体的なケ一月については，別の機会に論じたし、。

ところで， 交通投資の経済効呆を理論的にとらえようとするとき， 最初に

くぐらなければならない関門は「外部経済・不経済J (external economies .or 

diseconomies) とし、う概念である。 したがって本稿では，交通投資の経済効果

1) 本稿は， 196忌年の交通学会研究年報「睦済計画と交通Jにおいて筆者が執筆した「交通投資と
外部経済」と題する論文 (30)のうち，外部経済立関する部分を全面的に加筆憧正したもので
ある。
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を論ずるための理論的出発点として，外部経済と交通投資との関係を展望的に

論ずることにしたし伸。

E 部分均衡分析と外部経済

周知のように，外部経済の概念を経済分析上の重要な理論的用具として導入

したのは，マージャノレ.[15Jである。そして，外部経済のもっとも重要な実例

として，彼は産業組織のー般的環境としての交通(運輸・通信)体系の発達を

あげたのであるへ

これは，明らかに，マーシャノレが動態的な経済発展において果た1交通部門

の重要な役割を認識していたことの産物であって， ζ の点で，マーシャノレの外

部経済論は戦後の後進国開発論でグローズアップされた外部経済論4) e問題意

識を等しくするものである， ということができょう。

しかし，このような問題意識の下に導入された外部経済の概念も，マーシャ

ノレ(およびピグー. [20J)によって産業の部分均衡分析という理論的枠組に組

みこまれたとき，その分析用具としての有効性はきわめて限られたものとなっ

てし主った。 Eいうのは，こうである。

マージキノレは，商品の産出量の増大から生ずる経済性(=生産費の低下)の

存在を認め，これを二つの種類に区分して分析を進める o 第 1は，個々の企業

の生産規模の拡大に依存するものであれ とれを彼は「内部経済J (internal 

econo回目)とよんだ。第 2は，全体としての産業の規模の拡大に依存するもの

であり，これが「外部経済」である。そして，外部経済の具体的な例としてマ

-':/ャノレが考えていたのは，先にのベた交通体系の発達以外には，ある産業に

とって必要な技能の伝習，労働力の供給における便宜の増進，補助的関連産業

の発達などである。

2) ぽぽ同様な問題意識の干Ic，交通と外部怪済について論じたものとしては， 樹博原， (22)があ
る。なお.岡田， [19)も吏通投貰との闘連で，外部経済にふれている。
3) MaIshaU， (15J; V-ll-(l)， IV-12ー(4)等を参照。
4) Rosenstein-Rodan， (21J; Nurkse， (18);鎌倉， (10);龍谷， (11)， (12)等を参照。
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ところで，産業の部分均衡分析すなわち「他の事情にして不変ならばjとし、

うマーシャリ 7:/の孤立化方法に適合する外部経済概念は Iその産業に特有

の外部経済jといいかえることができるものであって，結局のところ，それは，

個々の企業にとっては外部的であるが，産業にとっては内部的な経済というこ

とになる。つまり，それは企業の生産規模の拡大とは無関係な，産業全体の規

模の拡大一一企業数の増大や専門化ーーによって生Fる生産費の低下を意味F

るものにほかならなし、。そこで，これを定式化すれば，財jを生産する企業ゐ

の費用関数のは，同企業の生産量を少人同産業の産出高を勾として，

Cj=fj(yl. Zj) 

ZJ=:'Ey/' 
k 

のように示される。ただし R 同じ財軒牛摩している企業の費用関数はすべて同

ーであると仮定されている。したがって，外部経済は

ZELくO
οz， 

。場合であり，告>0ならば外部不経済が存在することになる"。

このような外部経済概念は，マ-vャノレ経済学において理論的には，産業規

模の成長にともなう収穫逓増傾向と競争的均衡との両立性を保証するという，

重要な役割をになわされることになったのである九

外部経済概念のこのような役割には，実は重要な理論的難点をふくんでいた

のであるがη， この点は今は問わないとしても， ここでの問題である交通投資

の経済効果を，上のような外部経済概念でもって分析することはあまり有効で

ない，といってよいであろう。

というのは，いま，交通投資によって，ある地域聞の経済距離が"短縮され

5) マージヤルの外部経済概念のグラフによる説明については VlDer，[28)を事照。
6) これらの点については，菱山.(8].'桶谷. (11]がくわしし、。なお，ここでピグ . [20]の
理論にふれる余裕はないがj 社会的限界生産カξ私的限罫生産力の講離という問題を提出したこ
とにおいて，ビグーの功績は大きい， といってよい。
7) 5ra宜a.(田〕毒照。
8) ここで，佳世距離というのは 2地域聞の輸送に要する輸送費(あるいは運貴〉および時間で
測られた距離をさしている。交通投資の直接的経済効果は， 言でいうならぽj 経務距離の短縮
にある， といコてよい。
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たとしよう。この場合の経済効果を受けるのは，ある特定産業Aだけでない。

それは，他の産業B，C. ・u や消費者に及ぶであろう。したがって，各産業

の供給条件と需要条件は一斉に変化しJ A， B， C ・ー等すべての生産物の価

格の変化が生ずるであろう。この場合 cetens-paribusという条件の干に進

められる部分均衡分析は，もはや理論的有効性を持ちえないのであるo

この点を批判して，外部経済壱特定産業の枠から解放し，企業の生産活動が，

その産業の内外を問わず，経済社会全体に及ぼ T効果を問題とすべきことを明

らかにしたのがヵ-:/， [9Jである。この観点に立っとき中心問題となるのは，

もはやマ-yャノレ， ぱグーの場合のように，外部経済の結果としてあらわれる

特定産業の収穫逓増とし、った収益法則ではなし外部経済がどのような事情に

よって成立し，どのように波及〔あるいは移転)し，最終的には誰に帰属する

か，とし寸問題 つまり，外部経済の源泉，波及，帰属の問題 である。

その後の外部経済論はこのような視角に立って展開されておれわれわれの問

題関心もここにある。

ここで，それらの問題に入る前に，次の点に注目しておく必要がある。それ

は，外部経済がそもそも問題となるのは，経済的資源の利用が利潤追求を目的

とする個々の企業の意思決定にゆだねられる「分権的決定」のV ステムにおい

てであることである。というのは分権的決定の-:/7-..テムでは，個々の企業の言十

画編成が価格機構を通じて相互に調整され，その結果として経済的資源の配分

が行なわれるのであるが，その場合に，企業の生産活動が企業の「外部」にあ

たえる経済効果は， それがいかに有益であろうと，あるいは有害であろうと，

その企業の利潤に影響をあたえるものでないかぎり，企業の経営計画の考慮外

におかれるからである。

したがって，企業の外部にもたらされる経済効果が存在する限り，企業の経

済活動によってその企業に帰属する私的利潤と外部にもれる経済効果をふくめ

た社会全体の利益との聞に不一致が生ずることになる。このことは，私的利潤

を基準とし，価格機構を媒介として行なわれる分権的決定V ステムは，社会全
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体の見地からみて，必ずしも資源の最適配分寺実現するものではないことを，

意味する。これに対して，資源の配分・利用が完全に中央集権化されている計

画経済γステムにおいては，社会全体の利益が資源利用の基準におかれるので

あるから，外部経済はし、わば内部化きれ，外部経済の問題が生ずる余地はなく

なることになる。したがって，外部経済の存在は分権的決定γ ステムつまり競

争的市場機構の不完全性壱意味 Tるものにほかならない。 ι」から，当然，市

場機構の不完全性を補なう政府の政策一一公共料金政策や公共投資政策 が

要請されることになる。

実通投資の経済効果を問題としなければならないのも，根本的には，競争的

市場機構の欠陥に由来しているのであり，したがって，その経済効果を明確に

することによって，なんらかの政策的イムプリケイシ.'/が導かれるはずであ

る')。

E 非市場的依存関係

さて，外部経済存在の根本理由が分権的決定Vステムに求められることを確

認した上で，より具体的に外部経済がし、かなる事情から生ずるのかを検討しよ

う。との点について，外部経済には基本的には二つの型が存在することが知ら

れている町。

第 1の型は，経済主体聞に価格機構を経由しない非市場的ないしは直接的相

互依存関係 (non-marketor direct 旧 terdcpendence) が存在する， という事情

から生ずるものである。その場合，個人の経済活動相互間の直接的依存関係に

は，つぎの三つのケ プ、が考えられる。

(1) 消費者相互間 ある消費者の満足度(効用水準)が，彼の消費する財

の種類や数量だけではなく，他人の消費する財の種類や数量に上ってもまた影

9) 爵争的市場嘩講の不完全性については Rator， (1) ; S引 tovsky，(25J;輯谷. (13).第22章

などを参照。
10) 三つの型への分類は 論者によって， 意味内容に若干の甚はあるが， かなり一般的であるo

Scitovsky， (25); Viner. (28);熊1>.[11)等を表明。ただし Bato:r， (1)のように. 3つの
タイフ1ご分ける場合もある.14ベージ註24)，参冊。
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響を受けるならば，そこには消費者相互間の直接的依存関係が成立している。

ずヱプ vYの強調した誇示的消費やデューゼyベりのいう「デモYストレーγ

ョY効果Jがこのような関係を示すものである町。 この場合，任意の個人zの

効用関数 d は，一般に次のように示されるであろう。

Ut=Ut(Xll， ・，%"，1 ;…・ X1
i，"'， %11/ ・ x1• .， • "， Xmπ) 

すなわち

Ui=Ui (X1， "'， Xi， "'， .1;'n) 

~ ~で，

笠宮=(X1¥ Xa
i• ・・ .X"，i)

X/ :個人 zが消費する財1の量

(2) 消費者と生産者との閑 現代の社会で， 生産者の経済活動が消費者

にあたえる直接的影響のうちで最も重要なものは外部不経済となる「公害J

ωublic nuisance)であろう，交通から例をとれば，自動車の排気ガスにもとづ

く大気汚染や飛行機の騒音などは，その典型的な例である。乙の場合，個人z

の効用関数は企業の投入・産出によってきまる生活環境』によっても影響を

うけるから，たとえば次のように示すことができる。

ぽ=Ai(yl， "'， yh:. ・ .yr) φi(X 1\X2i • '''，X"，i) 

ここで，

y"'= (Yl"'，y2h:， ・，y"，"') 

y，ゐ 企業hの財 yに関する投入・産出量

(3) 生産者相互間 生産者の生産活動相互間の直接的依存関係は，通常，

「技術的外部経済J (tcchnological e矛由rnaleconomic.<;) とよばれており，企業

の生産関数の相互連関としてとらえるととができる。この場合，ある企業の生

産関数に他企業の財の投入・産出の量壱示す変数が入りこみ，したがって企業

hの生産関数は，一般的には次のように示される。

f'(ァヘ ー・，ŷ'，・・ ，y')=0 

11) 吏通から倒をとるならば，乗用車はデモγストレ ショソ劫果の大きい商品の一つである。
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ここで，技術的外部経済が存在する場合の経済の最適編成を考えよう叫。いぶ

ま，財の数は隅個，企業の数は γ個あわ財1の初期存在量を巧，その最終需

要を的，社会的厚生関数を W(町 Xm)としよう。したがって，社会的にみ

た資源の最適配分は，生産に関する技術的制約条件および財の需給一致の条件

の下で社会的厚生関数を最大にすることによって達成される。すなわち

fゐ(y'， ・，y') =0 k=l. ....1' 

的 =Xj+~Yi~ j=l， ・，m

の制約条件の下で， W(X1 • Xm) を最大にすればよい。そのためには，向，

んを未定乗数として，ラグヲジジュ乗数法を適用し，

W(Xl. ー ，Xm)-~向(均一丸-~yj')-~ んj，(y" y') 匙，

から，社会的厚生を最大にする l階の条件として次式がえられる。

、 aw 唱

i ) 蕊7=ftjfzi，，附

"" UFAK誌.， μ t=l， γ

けから，向を生産された財については財の限界社会的価値， 生産要素に

ついては生産要素使用の限界費用と解釈できるから， ii)は生産された財の限。JFK
界社会的価値と限界社会的費用mÆ， ä~;，) の一致，生産要素使用の限界費用と

， 
その限界社会的生産力(~ん芸，，)とのー致が， 厚生最大のための必要条件で

，叩

あるととを示している。

ところで，向はVャドウ・プライスであるから Jの価格とみなし， 各企

業はこの価格をあたえられたものとして行動するならば， 利潤極大条件から

ap ....，. -h ) aft ，~} 'af" 
仰と等しくなるのは A切であって， A，研+2fwではない。後者の第
1'" 1k 8fk 2 項仁~À 房~)が技術的外部経済・不経済の総効果であり，したがって，技術

的外部経済・不経済が存在する場合には，財の社会的限界費用と私的限界費用，

生産要素の社会的限界生産力と私的限界生産力との聞に不一致が生ずることに

なる。もちろん，これらの効果が外部効果であるためには，ある企業が他の企

12) 以下のそデルは J 担辛口7J，第4章;Gr同宣， (7)， chap. II. Appendixを毒照。
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業に対して及ぼす効果に対しし支払もしくは賠償が行なわれないことが前提

されねばならないへ したがヮて，技術的外部経済・不経済というのは，ある

生産者から他の生産者に対して無償で提供される+ーピス (unpaidservices)も

しくは賠償を請求できないディスサービス (uncharg吋 di!';sP.TV間的にほかなら

ない。

ところで，とのような生産者聞の外部効果の例としてよく挙げられるのは，

蜜蜂業者と果樹園との関係，あるいは同一水域で操業する漁業者や同一油田で

石油の採堀を行なう石油会社などのように，総量の限られた天然資源の利用者

が競合的に生産を行なう時，あるいはある企業によって開発された技術が他に

よって模倣される場合などである。交通については，交通業者同と交通付帯サ

ービス業者(ホテノレ，食堂など)や，観光業者(遊園地等)や百貨庖は相互に

外部経済をあたえあっている関係とみることができる。他方，外部不経済の例

としては，混雑した道路の使用による交通マヒをあげることができょう問。 こ

の場合，道路利用者は相互に外部不経済を与えあっており， したがって社会的

費用は私的費用を上回ることになるべ

ここで，第 1型の亜種として， i制度的外部経済」とでもよぶべきものの存

在を指摘しておかねばならない。第 1の型は，要するに，効用関数や生産関数

の相互連関であり，且っそれが外部効果であるためには，無償の十一ピス(も

しくはディスサーピス)でなければならなかった。ところで，後者の関係は，

あるサ ピコえが肯，11度的な理由で料令壱徴収きれない場合にも成立する。一般に，

13) もし，たとえば新技術に対する特許制などのように 伺らかの形で市場制度が導入されるなら
ぱ，丹郎経済効果はなくなる。この場合，企業Aが生産する財とそれが企業Bに与える効果とは
異なった財と考えられJ 同 の変数では表わされなくなる。
14) ここでは突通業者というのは』運送業者だけでなく，道路や港湾などの交通(圃定)施設のサ
ピス提供号雪をも含んでいる。

15) 道路サービス』運送サ←ヒ。ス，ホテルサーピス等は』消費者からみれば補完財であるが，交通
の場合』生産と消費は 致するから，直接的相互依存関係が生ずる。たとえば，コーヒと砂糖は
補完財であっても，生産関数間の直接的依存関係は生じないが，交通サ ピスとホテルサーピス
の場合は，吏通サーピスの消費=生産の増加があればョホテルサ ピスの生産の増加をもたらす
こと4こなる。
16) この点を明示的に考慮して混雑視を含めた最適料金論を展開したものとして Walters，[29J 
カfある。
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「社会が公共活動を通じて社会的サーピス壱提供し，それをすべての個人や企

業に無償で利用しうるようにする」町ならば，このような関係がみられもこ

の場合のように，外部からなんらかのサ一ピコペが消費者や生産者に対して無償

であたえられる限り， 種の外部経済が存在している，といえよう。

もちろん，このような公共サ ピスにも，幾つかのタイプが存在する。その

一つは，社会のすべての人々によって共同的に利用される共同的消費財一一一サ

ごみエルソ y o)¥，、う「公共財J (pu blic goods)一ーである。普通の「私的財」

(private goods)は，各個人が排他的に消費する財であって，各個人が消費する

財 1の量を xi'とすると，社会全体では的=呂町ーだけ消費することになり，

%，が一定ならばある個人の消費は他人の消費の機会をそれだけ減少させるこ

とになる。つまり，私的財については「排他原則J (exclusion principle)が成

立する。とれに対して，公共財の場合には，各個人がそれを消費しても他の人

の消費がさまたげられることがなく，すべての個人は社会に存在するその財の

全部の量を同時に享受することができる。したがって，このような財Pにおい

ては，すべての個人zについて Xp=Xpi という関係が成立する。たとえば，国

防，治水，燈台，放送サービスなどがこのような公共財の典型的なものであり，

これに対しては，競争的的市場機構は資源の最適配分を実現することができな

いことが知られている冊。

他方，無料で提供される公共サーピ月の中にも，保健サーピス〔学校給食な

ど)のように排他原則が成立するものがあれあるいは，私的財と典型的な公

共財 Eの中間に位置するとみるべきものもある。たとえば，通常は公共財とみ

なされている橋・道路・港湾などの交通施設は，一定限度内の利用量について

は排他原則は成立しないが，それを超えると排他原則が作用しはじめ，他方，

利用者の問では外部不経済が発生することになるu 一般に混雑 (r-ongp..'ltion)と

よばれるものは~のような現象をさしており，その場合には，公共サーピ見

17) Scitovsky， (25). p. 71注1
18) Samuelson， [23l 
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は純粋な公共財的性格を失なっているわけである問。 そして，技術的外部不経

済の存在からも，競争的市場機構は資源の最適配分に成功することはできない。

このように，公共サービスとよばれるものもその性格は一様ではないが，そ

のサービスの提供が市場機構を媒介とせず，無償で行なわれる限りにおいて，

それらを一括して「制度的外部経済」とよぶことが許されるであろう。

N 貨幣的外部経済

以上にみた第 1の型の外部経済が，市場機構を経由しない無償で行なわれる

サーピ月(もしくはディスサ ピ7，)の存在にもとづくものであるのに対して，

第2の型で問題となるのは，市場機構を経由するにもかかわらず生ずる外部効

果であって，これは通常「貨幣的外部経済J(pecuniary external economies) t:. 

よばれている。たとえば，スキトフスキーのあげている次のようなケースに，

この型の外部経済が生じている。

いま，ある産業Aに投資が行なわれ，その産業の生産能力が拡張したとしよ

う。その産業に規模の経済(内部経済)が作用すれば，単位当り生産費が低下

し，その生産物の価格が低下するであろう o その生産物を産業Bが生産要素と

して使用するならば，産業Bの利潤は上昇する。その結果，産業Bにも投資が

行なわれ，その産業の規模の拡大が行なわれ，産業Aの生産物止対する産業B

の需要は拡大し，そのために産業Aの利潤が増加し，ふたたび産業Aでの投資

と産業の規模の拡大壱招き，その製品の価格低下が生ずるであろう D そして，

その効果はふたたび産業Bに波及する。均衡は，内産業における相っく投資と

拡大が両屋業の刻潤を同時に消滅させるときに，成立する。乙の場合，産業A

における社会的に望ましい投資の量はこの最終段階における投資量であれこ

の投資量は産業Bが調整を行なう前の第1段階において期待される利潤にもと

づく投資量より明らかに大きい。

19) 典型的な公共財はその限界費用がゼロであるが，この場合ぞれはプラスとなり，混雑税として
の料金の妥当件が主主ずるの
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このような価格機構を媒介する相互依存関係から生ずる拡張効果が貨幣的外

部経済といわれるものの内容であり，後進国開発論で重現され，いわれる均整

成長説の理論的根拠となっているものである。そして，このような貨幣的外部

経済は，上記のケース以外に次のようなヶ 月にも生ずるであろう。産業Aの

拡大が， (1)産業Aに使用される生産要素を生産する産莱において， (2)その生産

物が使用に際して産業Aの生産物と補完的である産業において， (3)その生産物

が産業Aで使用される生産要素と代替的である産業において， (4)産業Aの拡張

によって所得を高められる人びとによって消費される生産物を生産している産

業において，利i閏を増加せしめるような場合がそうである旬〉Q

これらの事例は， 言でいうならば，産業聞の相互連関関係'"を示すもので

あれその起因としては，結局のところ，固定設備の分割不可能仲 (indivisibi~

lity)などによる規模の経済問(内部経済)に帰着せしめることができるもので

ある。したがって，第1の型の外部経済が完全競争を前提した一般均衡理論と

両立しうるのに対して，第2の型の外部経済を完全競争壱前提した静態的な均

衡理論と両立させることは不可能である。内部経済による費用逓減傾向が存在

すれば，それは結局，完全競争の廃棄に導ちびかざるをえない。貨幣的外部経

済における問題は，産業開の相互連関関係を通じて，ある産業の投資が他産業

での投資を招き，それがまた最初の産業や別の産業での投資を誘発する，とい

った動態的な経済発展の問題であり，与えられた資源の配分よりもむしろ需要

の増加を通じての資源利用の拡大や未利用資源の開発が問題なのである。した

がって，理論的には不完全競争と不完全雇用が前提されているのであり，政策

的には補完的諸産業の同時的開発による外部経済の内部化やバランスド・グロ

20) Scrtovsky， (25)， pp. 77-78 

21)より積極的にj 詰産業間の相互補完佳 (cpmplcmcnta口ty)とL、ヮてもよいであろう。そして，
その補完関係にほ，技術(投入)と販路の 2菌がある。もちろん，この両面を理論的 実在的に
解明しうるのはj 後にふれる産業連間分析である。なお，原路における補揖性を強調するのが，
Rosenstein~Rodan ， (21)とNurkse.(18)である。
22) 規模の桂済をもたらす要因として，チェ γパリ γは， 1)特化(専門化)の増大，と 2)質的
にも乙となり技術的にもし、っそう効量的な諸因子(と〈に機械)が可能になることを強調してい
る (CharnlH:l!lin，(2)，捕諭B)。なお，分割不可能性との関係については，龍谷， (14)を毒問。
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一見による経済発展の加速化が問題なのである叩ヘ

ところで，貨幣的外部経済は 2産業間でのみ発生するのではない。上にみた

種々のケースが同時的に発生し 1産業における生産費の低下はすべての産業

に波及するはずである。 したがって， この点に注目して， 産業連関分析を利

用した外部経済の評価が可能となる。 それは， 産業連関諭で定義される価格

すなわちシャドウ・プライスの変化を測定する己とによって行なうことができ

る。その方法として現在可能なのは，特定の 1産業を内生部門よ hはずして外

生化し，外生化された産業でのジャドウ・プライスの下落にもとづく波及効果

他産業におけるシャドウ・プヲイスの変化 を計算する方法である。そ

こで，その方法を説明しておこう問。

まず，冗個の産業からなる経済壱考え，その産業連関モデノレを

(1) [I-A]X=Y， X=[I-A]-'Y 。 [I-A']戸=v，P=[I-A']-'v 

とする。ここで， ([ ]は行列は転置を示す。)

A:勿次の投入係数行列(A=[aり])

X 司産出量ベクトノレ む:付加価値率ベクトノレ

Y:最終需要ベグトノレ P 価格(シャドウ・プライス)ベクトノレ

いま，第旬産業を外生部門と考え，その生産・価格は独立に決定されるとする

と，新しレ産業連関モデノレでは上の行列およびヘクトノレはそれぞれ伊 1)次と

なり ，Aへλぺ Yキ， H，1伊に変って，新しい産出高決定モデノレは，
(3) [Iネ AつXネニy*
"3) Fleming， (5]審問咽

24) なお，固定的投入要素の存在にもとつく規模の経済したがって収穫逓増がみられるときには，
品らずL也生産可能性曲棋の原点に対する凹性 (eon印 vity)は保註されないロ また，一般に分
割不可能性が存在する場合にはj 限界費用と価格ξの均等は実現できず したがって私的利潤と
社会的有用性との不一致が生ずる (.Scitovskry，(25J. p. 76 根岸 (17)，第3章，等を参照)。
もちろん， この場合， 外部効果が生ずるが， Bator はこの原因による外部効果を， 生産の
位柿的性格rもとづくものとして (technic::l，1附内rnalil-.y)とよび， 生産関数J 劫用関散の相
互怯存関係から生ずる外部効果を，無償のサービスの在在 (IlOnappropr ia bili t y) に注目して
く，ownershipexternality) 制度的外部怪揖をく:pub1iegoods 目 ternality)とよんで，外部経
済を以上の 3種類に分類してし、る (Bator.(lJ)。
25) 内問渡辺， (27)および福地 [6)第8章参照。
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となる。つぎに，

(1-AJ-'ニ B=[b"J. (1*-Aつl=Bキ=[b，，*J 
とし，さらに. ( )でもって列ベクトルを表すことにして，

ι= {al町 ， a rt _ 1 •,.} 

d士 {aπH ・， a，.，，'_l} 

e= l-an'R 

B=  [b"J i， j=l， 鈍 1

ん=(b山・ • b"_l'''} 

bi= {bnh  b和ト，}

と定義すると，

但 [!~0#~ ヲ]まなJ=1
が成立し，したがって，次式がえられる。

(5) [I*-A*JB-cb.'=1牢

(6) [I*-A勺b，-cbnn = (O) 
(6)を(5)に代入すると，

[I*-A*JB去[I*-A明
したがって，

(7) [I*-A*J[企ーも_1*
となり ，(I*-A勺-l=Bキより，

(8) 
~ b~b/ b;~b~. 

B*~B--':i~~ ，あるいは，btj = btj 主~
uπ 屯包

(317) 13 

がえられる。ところで. (3)に対応する価格決定モデルは，第 n財の価格を 2九

で示して，

[I*-A*'Jp帯二Uキ+dp"

となるから

(9) 戸*=B判 (v*+dp"l

がえられる。そこで，外生部門のγ ャドウ・プライスの変化が他部門のジャド
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ウ・プライスに及ぼす効果は(8)と(めより次式で示される o

湖 毎~=[亘主主]'d
とこで，上式によって p.の変化にもとづくあの変化を計算すると，

ま三宮(bn一号ι)a.，

告(b"-勢判-(b.，-時三lann
ω 告(an}bjiー仙台)
ここで，

2::( 向 )b;.+(l-a..)b制ニ0

2:: (-a.，)b，. + (l-ann)b..=l 
壱用いて， ωを整理すると次式をうる o
。事 ま=会7
この式の意味するととろは.I外生化という形で外部経済を評価するならば，

それは外生化された産業の対角線 b..で基準化された各産業の直接間接効果に

等しし、」町ということである。

外部経済の直接・間接の総効果を把橿できる点、で，産業連関分析のこのよう

な利用はきわめて有意義だといってよい。しかし，この方法を適用するために

は，ある特定産業の γャドウ・プライスの下落額(もしくは率)を確定する必

要がある。ところが，新投資や生産規模の拡大によって技術上ならびに組織上

の改善が行なわれ，その企業の生産能率が向上(内部経済)が生じていても，

それが生産費の低下したがって価格の下落と直ちに結びっくとは限らない。と

いうのは，生産費の低下ほもたらさないが Iよりよき+ーピスの提供J(the 

better rendering of servic目)町を可能にする場合が実際には多いからである。

とくに，交通施設の投資については，後者は決定的に重要な意味壱もつ。たと

26) 内田・渡部， [27]， 6ベージ。
27) Ellis・Fellner.(4]. p. 255 
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えば， λ ピード・アヅプを主要な目的とする交通投資は，むしろ生産費および

価格の上昇をもたらしており，それに代るものとして大きな時間節約を生みだ

している明。そして，投資の経済効果の測定が問題となるのは多くの場合，こ

のような『質的に新らしいサーピスの提供Jを実現する交通設備なのである。

たとえば，高速道路の建設に際して問題となる直接的効果として通常次のよう

な項目があげられる問。

① 走行費の節約

② 通行時聞の短縮

③ 荷傷みや相包費など付属費の減少

④ 交通事故の減少

⑤ 運転手の疲労度の減少

⑥ 交通の快適度の増大

これらはいずれも「よりよきサービス」を提供した結果であるが，そのうち

直接にコストの節約となり，したがって直ちに測定可能なのは①と③だけであ

る。他は無形の効果 (intang凶 eeffects)であって，直接的には貨幣額で示すこ

とはできない。しかも，その中で最も重要なのは②の時聞の短縮であれ高速

道路の料金は短縮された時闘の価値に対する代価だといってよいへ したがっ

て，これらの効果を生産費の低下にもとづ¥.通常の貨幣的外部経済とみるこ

Eはできないであろう。

しかし，高速道路や高速鉄道が「よりよきサーピエの提供」を行うことがで

きるのは，分割不可能な，大規模で効率の高い固定施設によって，より長距離

で土り緊急度の高い利用者に対するサービスの生産に特化したからであり，そ

のこ正は 1つの内部経済と解釈することができが九 したがって，上の諸効果

28) その典型的な例としては，東海道新幹線を想起すればよし、。
29) たとえば，佐々木・河野蔵下 [24)を参照。なお，ことでは有業楢路を前提している。
30) それゆえ， 時間短縮の評価は高速道路の経済劫果を分析する場合の決定的に重要な問題であ
旬 現在いろいろな角度からこの問題へのアプロ チが試みられてい<50
31) との点については，とくに注22lにおいて取りあげた Chamberlin，[2Jの見解を事考にする
必要がある。
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はやはり交通業の内部経済に起因する一種の貨幣的外部経済と考えるべきだと

いうことになる町。 そして，この外部効果のために，大規模な固定設備の投資

壱必要とする交通施設に対しては，競争的市場機構は最適な資源の配分を実現

する ιとができないへここから，交通施設や一般に社会資本に対Fる公共投

資の必要性が生まれる。他方，理論的には，種々の公共投資の規模や配分を決

定する投資基準(investlllentcriteria.)理論の建設が要請される。

以上において，われわれは外部経済効果発生の源泉とそのメカユズム寺追求

してきた。いまや，その波及過程を分析しつつ，より具体的に交通投資の経済

効果 すべての使益とすべての費用一ーを把握し，測定する方法を検討すべ

き段階にあるといえよう。
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